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法定福利費の計算方法 

1.内訳明示する法定福利費の算出方法 

(１)内訳明示する法定福利費の範囲 

法定福利費(社会保険料)といった場合、健康保険料(介護保険料含む)、厚生年金保険料(児童手

当拠出金含む)、雇用保険料、労災保険料がありますが、見積書で内訳明示する法定福利費は、原則

として健康保険料(介護保険料含む)、厚生年金保険料(児童手当拠出金含む)、雇用保険料のうち、

現場労働者(技能労働者)の事業主(会社)負担分です。 

標準見積書にて内訳明示の対象となる保険料等について 

 
健康保険 厚生年金保険 雇用保険 労災保険 

健康保険料 介護保険料 厚生年金保険料 児童手当拠出金※ 雇用保険料 労災保険料※ 

事業主 

負担分 〇 〇 〇 〇 〇 × 

本人 負担

分 × × × － × － 

※ 事業主が全額負担(本人負担分なし)  

(２)法定福利費の基本的な算出方法 

法定福利費=労務費総額×法定保険料率 

法定福利費は、通常、年間の賃金総額に各保険の保険料率を乗じて計算します。しかし、各工

事の見積りでは、労働者の年間賃金を把握することは不可能です。そのため、見積額に計上した

『労務費』を賃金とみなして、それに各保険の保険料率を乗じて算出する方法が一 般的です。 

 

(３)その他の算出方法 

法定福利費=工事費×工事費当たりの平均的な法定福利費の割合 

法定福利費=工事数量×数量当たりの平均的な法定福利費 
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法定福利費の算出方法としては、自社の施工実績に基づくデータ等を用いて工事費に含まれる

平均的な法定福利費の割合や工事の数量当たりの平均的な法定福利費をあらかじめ算出した上

で、個別工事ごとの法定福利費を簡便に算出することも考えられます。 

この方法は、その性質上、ある程度定型化した、工事費の増減又は数量の増減が労務費と比例

している工事について使用することが適当です。 

(４)適用する保険料率の考え方 

保険料率の種類 保険料率の入手先 備考 

健康保険料率 
・協会けんぽのウェブサイト 等 

(個別に健康保険組合に加入している場合は、 

別途組合に問合せ) 

(協会けんぽに加入の場合) 

都道府県単位の保険料率 

(介護保険料率) 
加入率(40～64歳の被保険者割合)を 加

味する 

厚生年金保険料率 

(児童手当拠出金) 

・日本年金機構のウェブサイト 等 

(厚生年金基金に加入している場合は、 別途基

金に問合せ) 

－ 

雇用保険料率 ・厚生労働省のウェブサイト 等 「建設の事業」の料率を用いる 

 

○健康保険の保険料率 

健康保険及び介護保険の保険料率は、各社で加入している協会けんぽ(全国健康保険協会)や健

康保険組合の保険料率を用います。(協会けんぽの健康保険の保険料率は、都道府県単位で定めら

れています。)また、協会けんぽの介護保険の保険料率は、全国一律となっていますが、介護保険

の対象者は、基本的に 40 歳から 64 歳までの方のみですので、保険料率算定に当たっては、これ

を考慮する必要があります。しかし、介護保険の対象となる 40 歳以上の現場労働者の割合を工事

ごとに把握することは困難です。 

そのため、協会けんぽでの対象者・対象外の者の状況(被保険者全体に占める 40～64 歳の割合)

を勘案して設定する方法等が考えられます。 

(参考) 介護保険料の算定に使用する保険料率の考え方 

= 協会けんぽの介護保険料率 × 1/2(事業主負担) × 加入率(40～64 歳の被保険者割合

*) 

*協会けんぽウェブサイトの被保険者数及び被扶養者の年齢構成割合より 
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○厚生年金保険(児童手当拠出金含む)の保険料率 

厚生年金保険の保険料率は、日本年金機構のウェブサイト等に記載されている保険料額表を参

照することにより入手できます。(厚生年金基金に加入している場合には、当該厚生年金基金から

保険料率を入手する必要があります。) 

また、児童手当拠出金の料率は、日本年金機構のウェブサイト等に記載されているものを用いて

ください。 

○雇用保険の保険料率 

雇用保険料率は、事業の種類ごとに事業主負担分・労働者負担分の保険料率が定められています

ので、その中の『建設の事業』の保険料を参考にしてください。保険料率は、厚生労 働省のウェブ

サイトから入手することが可能です。 

(５)健康保険、厚生年金保険の適用除外者であるものの取扱い 

常時使用する労働者が５人未満の個人事業所(支所)や一人親方などは、健康保険、厚生年金保険

に加入する義務のない、いわゆる『適用除外』となります。そのため、各保険の事業主負担は発生

しません。 

したがって、適用除外となっている現場作業員の法定福利費については、内訳明示する法定福利

費から除外する必要があります。 

実際には見積段階で適用除外となる作業員の方を把握することは、実務上、難しいと思いますの

で、見積段階では、全ての現場作業員の方の加入を前提として健康保険・厚生年金保険に加入する

ための費用を内訳明示の対象としてください。 


